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一
般
会
計
・
特
別
会
計
・
財
産
区
を
合
わ
せ
た
平
成
十
二

年
度
決
算
の
総
額
は
、
歳
入
が
千
八
百
二
十
一
億
千
八
百
六

十
七
万
円（
対
前
年
度
比
三
・
〇
％
増
）、
歳
出
が
千
七
百
六

十
五
億
五
百
九
十
五
万
円（
同
三
・
〇
％
増
）で
す
。
そ
の
差

額
五
十
六
億
千
二
百
七
十
二
万
円
か
ら
平
成
十
三
年
度
へ
の

繰
越
財
源
額
六
億
千
二
百
二
十
三
万
円
を
差
し
引
い
た
五
十

億
四
十
九
万
円
が
実
質
収
支
額
で
、
前
年
度
と
比
べ
て
八
千

百
五
十
六
万
円
の
減
と
な
っ
て
い
ま
す
。�

　
市
民
の
生
活
に
関
係
が
深
い
一
般
会
計
の
決
算
は
、
歳
入

が
九
百
八
十
四
億
四
千
二
百
三
十
一
万
円（
同
〇
・
三
％
増
）、

歳
出
が
九
百
五
十
九
億
八
千
七
百
五
十
一
万
円（
同
〇
・
六

％
増
）で
す
。
実
質
収
支
額
は
、
歳
入
と
歳
出
の
差
額
か
ら

平
成
十
三
年
度
へ
の
繰
越
財
源
額
四
億
六
千
六
百
九
十
三
万

円
を
差
し
引
い
た
十
九
億
八
千
七
百
八
十
八
万
円
で
す
。�

　
一
般
会
計
で
は
、
歳
入
の
う
ち
市
税
収
入
は
法
人
市
民
税

が
対
前
年
度
比
三
・
六
％
増
加
し
た
も
の
の
、
個
人
市
民
税

が
同
五
・
二
％
減
、
固
定
資
産
税
が
同
三
・
四
％
減
と
な
り
、

市
税
全
体
で
は
同
三
・
〇
％
減
と
な
り
ま
し
た
。
国
庫
支
出

金
は
対
前
年
度
比
二
八
・
三
％
減
少
し
た
も
の
の
、
地
方
交

付
税
が
同
二
一
・
五
％
増
、
県
支
出
金
が
同
七
・
九
％
増
と

な
る
な
ど
、
財
源
の
確
保
に
努
め
た
こ
と
で
、
歳
入
全
体
で

は
同
〇
・
三
％
増
と
な
り
ま
し
た
。�

　
ま
た
、
歳
出
に
つ
い
て
は
、
介
護
保
険
特
別
会
計
の
設
置

に
よ
り
民
生
費
が
対
前
年
度
比
一
八
・
四
％
減
と
な
っ
た
も

の
の
、 

公
債
費
が
同
一
一
・
八
％
増
と
な
る
な
ど
、
歳
出
全

体
で
同
〇
・
六
％
増
と
な
り
ま
し
た
。�

その他�

52億9,436万円�
5.4％�
（53億670万円）�

国庫支出金�
86億3,040万円�

8.8％�
（120億3,250万円）�

諸収入�
52億5,418万円�

5.3％�
（60億7,504万円）�

県支出金�
37億8,971万円�

3.8％�
（35億1,245万円）�

地方交付税�
43億3,030万円�

4.4％�
（35億6,338万円）�

地方譲与税�
12億6,891万円�

1.3％�
（13億2,055万円）�

使用料・手数料�
21億6,497万円�

2.2％�
（21億7,943万円）�

その他�

143億8,706万円�
14.6％�

（96億691万円）�

市債�
70億3,890万円�

7.2％�
（67億4,890万円）�

※％は構成比、（  ）内は�
　平成11年度決算額�

個人市民税�
143億4,046万円�
14.6％�
（151億2,320万円）�

法人市民税�
49億4,078万円�
5.0％�
（47億6,751万円）�

一般会計・歳入�
984億4,231万円（対前年度比 0.3％増）�

固定資産税�
270億229万円�
27.4％�
（279億4,985万円）�

一般会計�
歳入�

歳入1,821億1,867万円�
歳出1,765億　595万円〈実質収支額は50億49万円〉�

平
成
十
二
年
度
の
一
般
会
計
・
特
別
会
計
・
財
産
区
の
決
算
が
ま
と
ま
り
、
十
月
一
日
か
ら
開
か
れ
た
市
議
会
臨
時
会
で
認
定
さ
れ
ま
し
た
。

本
号
で
は
、
そ
の
決
算
の
概
要
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。（
四
・
五
ペ
ー
ジ
で
は
、
決
算
か
ら
市
財
政
の
体
力
を
測
っ
て
み
ま
し
た
）
�

（ 　　）�都市計画税�
市たばこ税など�

（    　　）�地方消費税交付金�
利子割交付金など�

市税�
515億�
7,789万円�
52.4％�
（531億�
4,726万円）�



●この特集のお問い合わせは、財務課（　  54－8130）へ�
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【公営企業会計】�

入院患者１日平均　　520人�
外来患者１日平均　1,998人（平成12年度実績）�
●収益的収入および支出�
（区分）                   （決算額）�
収入（病院事業収益）　147億　495万円     �
支出（病院事業費用）　146億4,791万円�
収支差引　　　　　　　  　   5,704万円�
●資本的収入および支出�
（区分）                    （決算額）�
収入（資本的収入）　12億5,031万円�
支出（資本的支出）　17億8,722万円�
収支差引　　　　　△5億3,691万円�
※決算額には消費税が含まれています。�

給水戸数　　120,279戸�
年間配水量  4,507万立方メートル（平成12年度実績）�
●収益的収入および支出�
（区分）                      （決算額）�
収入（水道事業収益）　 　96億6,997万円�
支出（水道事業費用） 　　90億9,093万円�
収支差引　　　　　　　　 5億7,904万円�
●資本的収入および支出�
（区分）                      （決算額）�
収入（資本的収入）　　　13億　327万円�
支出（資本的支出）　　　26億8,565万円�
収支差引 　　　　　　△13億8,238万円�
※決算額には消費税が含まれています。�

病院事業�
�

水道事業�

805億1,414万円�

167億3,214万円�

167億3,118万円�

8億2,062万円 �

170億6,150万円�

13億8,049万円 �

5,372万円 �

1億7,369万円 �

229万円�

1億　372万円 �

191億8,932万円�

3,156万円�

6億　　95万円�

76億3,296万円�

430万円�

836億4,122万円�

176億3,800万円�

171億5,351万円�

8億3,399万円 �

172億3,377万円�

14億6,837万円 �

1億9,125万円 �

1億7,369万円 �

1億3,086万円�

1億　801万円 �

198億7,461万円�

3,156万円�

6億3,288万円�

81億7,072万円�

3,513万円�

31億2,708万円�

9億   586万円�

4億2,233万円�

1,337万円�

1億7,227万円�

8,788万円�

1億3,754万円�

0�

1億2,857万円�

429万円�

6億8,529万円�

0�

3,193万円�

5億3,776万円�

3,083万円�

●特別会計合計�

競輪事業�

国民健康保険�

食肉センター食肉市場�

公共下水道 �

土地区画整理事業�

交通災害共済事業�

市営駐車場�

福祉資金貸付事業�

住宅新築資金等貸付事業 �

老人保健医療�

公共用地取得事業�

農業集落排水事業�

介護保険�

●桜財産区�

�

（区分）� （歳入）  （歳出）�  （歳入歳出差引）�

【特別会計・財産区】�

◎金額は、すべて表示単位未満を四捨五入しており、合計と合わない場合があります。また、構成比は表示単位未満を四捨五入しています。�

一般会計・歳出�
959億8,751万円（対前年度比 0.6％増）�

公共下水道�
事業債�
985億�
9,642万円�
�

水道事業企業債�
210億911万円�

�

土木債�
521億�

6,886万円�
�教育債�

238億�
3,070万円�

�
特別会計�
1,066億�
4,127万円�
�

一般会計�
1,054億�
2,728万円�

�
企業会計�
244億�
2,604万円�

�

土地区画�
整理事業債�
39億�
3,170万円�
�

病院事業企業債�
34億1,693万円�

�

減税�
補てん債�
107億�

4,905万円�
�その他�

186億�
7,867万円�

�

市債の状況�
（平成12年度末残高）�

その他�
41億�
1,314万円�
�

総額／2,364億9,458万円�

教育費�
（学校教育、生涯学習など）�

99億2,497万円�
10.3％�

（92億3,282万円）�

衛生費�
（保健、環境、清掃など）�
114億9,759万円�

12.0％�
（123億6,968万円）�

公債費�
（市債の返済）�

113億3,483万円�
11.8％�

（101億3,875万円）�

消防費�
33億3,164万円�

3.5％�
（32億8,158万円）�

商工費�
30億9,531万円�

3.2％�
（41億4,369万円）�

農林水産業費�
24億5,656万円�

2.6％�
（24億4,808万円）�

その他（議会費など）�
9億5,292万円�
1.0％�
（8億4,860万円）�

※％は構成比、（  ）内は�
　平成11年度決算額�

土木費�
�
�
211億4,206万円�
22.0％�
（212億4,951万円）�

（ 　　）�道路、公園、�
都市計画など�
�

総務費�
�
�
139億5,003万円�
14.5％�
（93億1,121万円）�

（          　）�財政、地区市民センター、�
企画、広報など�

民生費�
�
�
183億161万円�
19.1％�
（224億1,646万円）�

（ 　　）�高齢、障害、�
児童福祉など�

一般会計�
歳出�

●一般会計�
市税を主な財源とし、福祉の充実
や道路整備など、市の基本的な施
策にかかる経理の会計�

●特別会計�
競輪や国民健康保険、公共下水道など
の特定の事業で、単独の収支を分かり
やすくするために一般会計とは別に経
理する会計�

●公営企業会計�
独立採算が原則で、民間企業と同じよ
うに収支のバランスをとりながら経理
する会計。本市では水道事業と病院事
業があります�



市
の
財
政
は
ど
ん
な
状
態
で
し
ょ
う
か
。
ま
ち
づ
く
り
や
市
民
サ
ー
ビ
ス
を
進
め
て
い
く
上
で
の
十
分
な
体
力
は
あ
る
で
し

ょ
う
か
。
平
成
十
二
年
度
決
算
を
基
に
、
財
政
を
見
る
さ
ま
ざ
ま
な
指
標
を
用
い
、
市
財
政
の
体
力
を
測
定
し
て
み
ま
し
た
。
�

実質収支と�
実質収支比率の推移（普通会計）�
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自
ら
賄
う
力
が
引
き
続
き
低
下�

柔
軟
性

柔
軟
性
は
？�
柔
軟
性

柔
軟
性
は
？�
柔
軟
性
は
？�

余
力
が
ほ
と
ん
ど
な
く
、硬
直
化�

エ
ネ
ル
ギ
ー
は
十
分
？�

エ
ネ
ル
ギ
ー
は
十
分
？�

頑
張
頑
張
っ
た
成
果

た
成
果
は
？�

頑
張
頑
張
っ
た
成
果

た
成
果
は
？�

頑
張
っ
た
成
果
は
？�

財
源
の
有
効
活
用
に
よ
り
体
力
堅
持�

　
財
政
に
体
力
が
あ
る
か
ど
う
か
を
測
る
目
安
に「
財
政

力
指
数
」が
あ
り
ま
す
。
財
政
力
指
数
は
、「
見
込
ま
れ
る

税
収
入
額
」を「
標
準
的
な
水
準
の
行
政
を
行
う
た
め
に
必

要
な
一
般
財
源
額
」で
割
っ
た
値
で
、「
一
・
〇
」を
下
回

る
と
財
源
不
足
と
し

て
国
か
ら
普
通
交
付

税
が
交
付
さ
れ
ま

す
。
本
市
の
平
成
十

二
年
度
の
財
政
力
指

数
は
、
単
年
度
で

〇
・
九
三
四
と
な

り
、
前
年
度（
指
数

〇
・
九
四
八
）か
ら

二
年
連
続
で
体
力
不

足
と
さ
れ
る
交
付
団

体
に
な
り
ま
し
た（
グ
ラ
フ
①
）。
交
付
税
額
は
、
特
別

交
付
税
と
合
わ
せ
て
四
十
三
億
三
千
万
円
で
す
。
�

ち
ょ
っ
と
疲
労
が
蓄
積�

ち
ょ
っ
と
疲
労
が
蓄
積�

バ
ラ
ン
ス
感
覚
は
？�

バ
ラ
ン
ス
感
覚
は
？�

　
財
政
運
営
の

状
況
を
判
断
す

る
目
安
に「
実
質

収
支
」が
あ
り
ま

す
。
実
質
収
支

は
、
前
年
度
に

で
き
な
か
っ
た

事
業
に
関
す
る

繰
越
金
を
除
い

た
、
そ
の
年
だ

け
の
決
算
収
支

も
っ
と
体
力
増
進
を�

も
っ
と
体
力
増
進
を�

　
財
政
に
余
力
が
あ
る
か
ど
う
か
を
測
る
目
安
に「
経
常

収
支
比
率
」が
あ
り
ま
す
。
経
常
収
支
比
率
は
、
毎
年
決

ま
っ
て
支
払
う「
義
務
的
経
費（
人
件
費
、
扶
助
費
、
公
債

費
な
ど
）」に
、
毎
年
決
ま
っ
て
入
っ
て
く
る「
一
般
財
源（
市

税
、
地
方
譲
与
税
な
ど
）」
が
ど
の
程
度
使
わ
れ
た
か
を

示
す
割
合
で
、
こ
の
割
合
が
低
い
ほ
ど
財
政
に
余
裕
が
あ

る
と
さ
れ
ま

す
。
都
市
で

は
七
五
％
以

下
が
望
ま
し

く
、
八
五
％

以
上
が
危
険

と
さ
れ
て
い
ま
す
。
本
市
の
平
成
十
二
年
度
の
経
常
収
支

比
率
は
八
四
・
九
％
で
、
依
然
と
し
て
高
い
水
準
に
あ
り

ま
す（
グ
ラ
フ
①
）。
�
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基
礎
体
力
は
不
足
気
味
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さ
ら
な
る
体
質
改
善
を
�

基
礎
体
力
は
不
足
気
味
�

　
　
 
さ
ら
な
る
体
質
改
善
を
�

基
礎
体
力
は
不
足
気
味
�

　
　
 
さ
ら
な
る
体
質
改
善
を
�

基
礎
体
力
は
不
足
気
味
�

　
　
 
さ
ら
な
る
体
質
改
善
を
�

基
礎
体
力
は
？�

基
礎
体
力
は
？�

柔
軟
性
は
？�

柔
軟
性
は
？�

　
平
成
十
二
年
度
の
市
税
収
入
は
、
前
年
度
に
比
べ
、
景

気
の
低
迷
に
よ
る
所
得
減
な
ど
で
個
人
市
民
税
が
五
・
二

％
減
、
償
却
資
産
の
減
少
な
ど
に
よ
り
固
定
資
産
税
が
三
・

四
％
減
と
な
り
ま
し
た
。
法
人
市
民
税
は
三
・
六
％
増
と

な
っ
た
も
の
の
、
市
税
全
体
で
は
三
・
〇
％
、
十
五
億
七

千
万
円
の
大
き
な
減
収
に
な
り
ま
し
た
。
�

エ
ネ
ル
ギ
ル
ギ
ー
は
十
分

は
十
分
？�

エ
ネ
ル
ギ
ル
ギ
ー
は
十
分

は
十
分
？�

エ
ネ
ル
ギ
ー
は
十
分
？�

活
力
の
源
「
税
収
」は
減
少�

　
本
市
の
財
政
の
健
康
度
は
、「
基
礎
体
力
」や「
柔
軟
性
」

が
不
足
し
、借
金
に
よ
る「
疲
労
」も
蓄
積
、「
エ
ネ
ル
ギ
ー
源
」

の
市
税
収
入
も
減
少
す
る
な
ど
、
厳
し
い
状
態
で
す
。
市

で
は
、
低
下
し
た
健
康
度
を
取
り
戻
す
た
め
、
無
駄
を
そ

ぎ
落
と
し
、
体
力
の
向
上
に
努
め
て
い
ま
す
。
そ
の
た
め

に
は
、
国
や
県
に
依
存
せ
ず
、
市
が
自
主
的
に
収
入
で
き

る
市
税
な
ど
の「
自
主
財
源
」の
確
保
に
努
め
な
け
れ
ば
な

り
ま
せ
ん
。
平
成
十
二
年
度
の
自
主
財
源
は
前
年
度
に
比

べ
〇
・
一
ポ
イ
ン
ト
減
と
な
り
ま
し
た
が
、
歳
入
全
体
に

占
め
る
自
主
財
源
の
割
合
は
〇
・
三
ポ
イ
ン
ト
増
の
六
六
・

五
％
と
、
や
や
改
善
し
ま
し
た
。
今
後
も
今
ま
で
以
上
に

人
件
費
の
抑
制
や
事
業
の
見
直
し
な
ど
を
図
り
な
が
ら
行

政
サ
ー
ビ
ス
の
効
率
化
を
進
め
る
な
ど
、
行
財
政
改
革
を

積
極
的
に
推
進
し
ま
す
。
�

無
駄
を
省
き
、活
力
源
の�

確
保
に
努
め
、体
力
ア
ッ
プ
へ�

頑
張
っ
た
成
果
は
？�

頑
張
っ
た
成
果
は
？�

ち
ょ
っ
と
疲
労
が
蓄
積

疲
労
が
蓄
積�

ち
ょ
っ
と
疲
労
が
蓄
積

疲
労
が
蓄
積�

ち
ょ
っ
と
疲
労
が
蓄
積�

積
み
重
な
る
負
担
、軽
減
に
全
力�

バ
ラ
ン
ス
感
覚
感
覚
は
？�

バ
ラ
ン
ス
感
覚
感
覚
は
？�

バ
ラ
ン
ス
感
覚
は
？�

サ
ー
ビ
ス
と
返
済
に
分
散
、望
ま
れ
る
均
衡�

で
す
。
本
市
の
平
成
十
二
年
度
の
実
質
収
支
は
、
二
十
億

円
の
黒
字
と
な
り
ま
し
た
。
ま
た
、
限
ら
れ
た
財
源
を
最

大
限
有
効
に
活
用
し
た
か
ど
う
か
を
測
る
目
安
に「
実
質

収
支
比
率
」
が
あ
り
、
通
常
三
％
か
ら
五
％
が
適
正
と
さ

れ
ま
す
。
平
成
十
二
年
度
決
算
で
は
、
こ
の
値
が
三
・
三

％
で
、
適
正
で
あ
る
と
言
え
ま
す（
グ
ラ
フ
②
）。
�

も
っ
と
体
力
増
進
を�

も
っ
と
体
力
増
進
を�

も
っ
と
体
力
増
進
を�

　
財
政
運
営
を
中
長
期
的
に
見
る
上
で
、
プ
ラ
イ
マ
リ
ー

バ
ラ
ン
ス（
以
下
Ｐ
Ｂ
）が
あ
り
ま
す
。「
市
債
以
外
の
税

収
な
ど
の
歳
入
」と「
公
債
費
を
除
い
た
歳
出
」と
の
関
連

を
示
す
も
の
で
、
Ｐ
Ｂ
均
衡
な
ら
ば
、
市
民
の
負
担
と
享

受
す
る
行
政
サ
ー
ビ
ス
が
等
し
く
、
理
想
の
状
態
で
あ
る

と
言
え
ま
す
。
バ
ラ
ン
ス
が
崩
れ
、「
市
債
以
外
の
税
収

な
ど
の
歳
入
」よ
り「
公
債
費
を
除
い
た
歳
出
」が
多
い
Ｐ

Ｂ
赤
字
な
ら
、
財
源
を
市
債
で
補
い
、
後
世
代
に
借
金
を

送
る
状
態
と
な
り
ま
す
。
こ
の
状
態
が
続
け
ば
財
政
は
悪

化
し
て
い
き
ま
す
。
逆
に
Ｐ
Ｂ
黒
字
な
ら
、
過
去
の
借
金

返
済
の
た
め
に
税
収
な
ど
を
充
て
る
状
態
と
な
り
ま
す
。

本
市
は
、
平
成
六
年
度
か
ら
平
成
九
年
度
ま
で
Ｐ
Ｂ
赤
字

で
し
た
が
、
平
成
十
年
度
以
降
は
Ｐ
Ｂ
黒
字
に
な
っ
て
い

ま
す
。
現
在
は
借
金
返
済
に
努
力
し
、
Ｐ
Ｂ
均
衡
を
目
指

し
て
い
ま
す
。
�

　
市
債
は
、
市
の
借
金
で
す
。
平
成
十
二
年
度
末
の
市
債

残
高
は
、
普
通
会
計
で
千
百
四
億
二
千
万
円
、
一
般
、
特

別
、
企
業
の
三
つ
の
会
計
を
合
わ
せ
た
市
全
体
で
二
千
三

百
六
十
四
億
九
千
万
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。
全
体
で
は
前

年
度
に
比
べ
て
二
十
八
億
一
千
万
円
増
加
し
ま
し
た（
グ

ラ
フ
③
）。
�

　
こ
の
借
金
を
毎
年
返
済
す
る
の
が
公
債
費
で
す
。
平
成

十
二
年
度
は
、
前
年
度
に
比
べ
て
一
一
・
四
％
増
の
百
十

六
億
八
千
万
円
を
返
済
に
充
て
ま
し
た
。
そ
の
結
果
、
一

五
％
を
超
え
る
と
要
注
意
と
さ
れ
る「
公
債
費
負
担
比
率（
公

債
費
に
充
て
ら
れ
る
一
般
財
源
の
額
が
一
般
財
源
総
額
に

占
め
る
割
合
）」が
前
年
度
に
比
べ
て
〇
・
一
ポ
イ
ン
ト
増

の
一
五
・
三
％
と
な
り
ま
し
た（
グ
ラ
フ
④
）。
�

●普通会計�
一般会計に土地区画整理、福祉資金貸付、住宅
新築資金等貸付および公共用地取得事業の4特
別会計を合算したもの。市町村間の比較や財政
分析などを行うために用いる�

●市債と公債費�
市債は、建設事業など、将来の市民にも負担し
てもらった方が公平な事業の場合に、資金調達
のために借り入れるお金。公債費は、市債を返
済するために毎年支払う元金と利子の合計�

●自主財源�
国や県に依存せず、市が自主的に収入できる
市税や使用料・手数料などによる財源�

�


